
事業番号 - - -

（ ）

18,617

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
各プロフェッショナル人材戦略拠点の実施計画より試算

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

16,273 - -

目標値 件（累計） -

- - -

単位当たり
コスト 千円

45 45

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

101,526/4,293 100,553/4,293

- 年度 6

中間目標 目標最終年度

-

45 - -

当初見込み ヶ所 45 45 45 46 46

年度

- - -

プロフェッショナル人材事業予算総額（X）／
プロフェッショナル人材事業成約件数（Ｙ）

14 35 24 23

計算式

件（累計） 8,617 11,980

千円/件 42,328/3,122 118,934/3,363

達成度 ％ -

1

委員等旅費 0.9 1

令和2年度

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

地方創生支援事業費補助
金

217 217

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

計 335 389

活動内容
（アクティビ

ティ）

地域企業が「攻めの経営」に転換していくことを支援するために各道府県が行う「プロフェッショナル人材事業」について、各道府県に置くプロ
フェッショナル人材戦略拠点等を対象とした、情報の集約・提供、セミナー等を通じ、ネットワーク化や人材育成等を図る。

各道府県にプロフェッショナ
ル人材戦略拠点を設置

各道府県のプロフェッショナ
ル人材戦略拠点の設置数

活動実績 ヶ所

プロフェッショナル人材戦略
拠点等の成約件数

成約件数

成果実績

重要政策推進枠：65

地方創生支援委託費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

30% 63% 51%

職員旅費 0.8 0.8

116 169

庁費 1

- - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

執行率（％） 90% 62% 93%

360 424 341 335 389

補正予算 1,000

99 1,007 1,000 2,100

2022 府 21 0021

令和4年度行政事業レビューシート 内閣府

主要政策・施策 地方創生 主要経費 その他の事項経費

地方創生推進室
参事官　塩手　能景
参事官　山下　智也

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」、「まち・ひと・し
ごと創生基本方針2021」、第２期「まち・ひと・しごと創生総合
戦略」（2020改訂版）

事業名 地方創生リーダー人材の育成・普及事業に必要な経費

1,000 2,100

令和5年度要求

当初予算

担当部局庁 政策統括官（経済財政分析担当） 作成責任者

事業開始年度 平成27年度
事業終了

（予定）年度
令和6年度 担当課室

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

地方創生人材育成に関わる教育機関等によるプラットフォームの形成、eラーニング等の構築等を通じて、各地域の地方創生施策を推進できる人材を育
成・普及を促進する。また、地域企業の経営幹部や経営課題解決に必要な専門人材等のマッチングを支援することにより、ビジネスの早期市場化・自走化
を図るとともに、地域企業への人の流れを促進し、地域企業の成長・生産性向上の実現を目指す。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

地方版総合戦略の実行段階においては、地方創生リーダーの人材育成・確保等が重要となる。そのため、地方創生カレッジ事業において、実践的な知識を
ｅラーニング等のコンテンツにより提供する。加えて、web上での連携・交流のほか、地方創生に熱意のある関係者のネットワーク拡充を図ることで、地方創
生人材の育成・確保に繋げていく。また、副業・兼業を含め、地域企業への人の流れを促進するため、地域企業が「攻めの経営」への転換を実現するため
のプロフェッショナル人材の採用支援や、地域金融機関等が地域企業の人材ニーズを調査・分析し、職業紹介事業者等と連携するなどしてハイレベルな経
営人材等のマッチングを行う取組に対して支援を行う。

実施方法 委託・請負、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

翌年度へ繰越し ▲ 1,007 ▲ 1,000 ▲ 2,100 -

執行額 407 890 1,241

計 452 1,431 1,341 2,435 389

予備費等 -



　

令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 6 年度

令和元年度 令和2年度

- -

令和3年度
中間目標

成果実績 人（累計） 20,783 32,682

人（累計） 10,000

令和3年度 4年度活動見込算出根拠 単位

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
先導的人材マッチング事業成約実績

単位

1,622 - -

目標値

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

-

該当箇所

政策評価書
URL

https://www8.cao.go.jp/hyouka/r2hyouka/r2jigo/r2jigo-3.pdf

該当箇所 中目標（Ⅱ）１　しごとづくり

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 ５．地方創生

施策 ５．地方創生に関する施策の推進

-

- 2,500人材マッチング成約件数 成約件数

成果実績 件（累計） - 658

達成度 - - -

件（累計）

地方創生カレッジ事業の受
講者数

受講者数

達成度 ％ 208 -

- - -

単位 令和元年度

地方創生カレッジ受講データ

定量的な成果目標 成果指標

令和元年度 令和2年度

千円/件 -

年度

目標最終年度

年度 5-

- -

- - -

-

当初見込み コンソーシアム - 60 70 100 120

令和2年度 令和3年度

81 -

5年度
活動見込

- 30,000

4年度
活動見込

単位 令和元年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

6

計算式 千円/人 375,260/20,783 268,603/32,682 216,864/37,070 216,803/37,070

地方創生カレッジ事業予算総額（X）／
地方創生カレッジの受講者数（Ｙ）

単位当たり
コスト 千円 18 8 6

37,070

1,000,000/1,622 2,100,000/1,622

令和元年度 令和2年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位

単位当たり
コスト 千円 - 1,520

計算式

単位当たり
コスト

目標値

-

令和元年度 令和2年度

人材マッチングを担う間接
補助事業者の選定数

活動実績 コンソーシアム - 60

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

1,000,000/658

-

人材マッチングを担う間接
補助事業者の選定

活動目標 活動指標

％

617 1,295

当初見込み 講座 177 184

令和2年度

地方創生カレッジで開講し
ているeラーニング講座数

eラーニング講座数
活動実績 講座 177 184

先導的人材マッチング事業予算総額（X）／
人材マッチング成約件数（Ｙ）

令和3年度 4年度活動見込

190 195 200

令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

190 - -

活動内容
（アクティビ

ティ）

地域企業の成長・生産性向上を実現するため、日常的に地域企業と関わり、その経営課題を明らかにすることができる地金融機関等が、地域
企業の経営幹部や経営課題解決に必要な専門人材のマッチングを支援する。

活動内容
（アクティビ

ティ）

地方創生を担う人材を育成するため、地方創生に資するｅラーニング講座や動画コンテンツ等の作成・提供に加え、地方創生に熱意のある関係
者が集まるワークショップ、ウェブ上でノウハウ等の共有や課題解決に向けてアイデア交換等を行う「連携交流広場」を運営する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標



関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

「地域企業経営人材マッチング促進事業」とは、大企業から
地域の中堅・中小企業への人の流れを創出し、地域企業の
経営人材確保を⽀援するため、地域経済活性化⽀援機構
（ＲＥＶＩＣ）において人材リストを整備するとともに、企業が人
材マッチングに必要な経費の補助等を行うものである。
一方、「プロフェッショナル人材事業」及び「先導的人材マッチ
ング事業」は、地域の中堅・中小企業に対して人材マッチン
グを行う支援機関に対して支援を行うものである。

事業名事業番号

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
事業実施にあたっては、より効果的な手段を採用し、目標に
見合った実績が得られた。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
事業実施にあたっては、より効果的な手段を採用し、目標に
見合った実績が得られた。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
事業実施にあたっては、より効果的な手段を採用し、目標に
見合った実績が得られた。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

‐ ‐

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
人員体制や本事業の活動内容を踏まえれば妥当な水準と
なっている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
支出に際しては、証憑類の確認を実施しており、合理的なも
のとなっている。

提出された各報告書は、「デジタル田園都市国家構想基本
方針」等の作成に資するものである。

○

地域企業が新しい日常に対応した、従来事業からの脱却を
含む経営戦略の策定等に取り組み、成長・生産性向上させ
ることは喫緊の課題であり、地域金融機関等が行う人材マッ
チング事業を支援することで地域における人材ビジネスの早
期市場化・自立化を図るもの。その後補助事業者を選定する
にあたり、外部有識者より、地域金融機関等における支援体
制の十分な調整が必要との意見を踏まえ、計画を見直し、令
和４年度に繰越しを行ったもの。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
外注等にあたり複数者から見積もりを求める等、コスト削減
に努めている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
費目及び使途は、最小限のものとなるよう定期的に確認し、
必要に応じて指導を行う。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ ‐

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
支出先の選定に当たっては、第三者委員を含む選定委員会
を設置し、厳正な審査を行う等、適切な手続きを実施してお
り妥当である。
随意契約は少額につき随意契約としたもの。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
本事業は、プロフェッショナル人材や地方創生リーダー人材
の発掘・育成・普及を通じて、地方創生を実現していくための
施策であり、国民や社会のニーズを的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

本事業の一部は平成29年度から地方自治体に委ねはじめ
ているところ。本事業は、地方自治体、民間事業者等を巻き
込んだスキームとなっており、ゆくゆくは、そうしたプレーヤー
による自立した取組となっていくことを目指す。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
本事業の政策目的は、人的支援を通じた地方創生の実現で
ある。まち・ひと・しごと総合戦略の実現の鍵となるものであ
り、最優先事業の一つである。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

点検結果
・本事業では、地域企業の成長を実現するプロフェッショナル人材や地方版総合戦略に掲げるプロジェクトの事業化等に取り組む地方創生リー
ダーの発掘・育成により、地方創生の実現を図っていくため、重点的に予算を配分している。
・支出先の選定に当たっては、第三者委員を含む選定委員会を設置し、厳正な審査を行う等、適切な手続きを実施している。

改善の
方向性

・現時点では、支出先の選定方法が適切に行われているなど、本事業は適切に実施されている。引き続き、事業の効率化、コスト削減などにも
取り組んでいく。

金融庁 地域企業経営人材マッチング促進事業

外部有識者の所見

・当初予算に比べて、補正予算の額および翌年度への繰越額が過大ではないか。計画的な事業実施が難しくなるのではないか。
・「地方創生カレッジの創設」はすでに創設されているので、指標を取り下げるべき。
・「地方創生人材に係るプラットフォームの形成」も「連携・交流ひろば」がすでに形成されているので、指標を取り下げるべき。
・「地方創生カレッジ」「eラーニング講座」「連携・交流ひろば」のHPは一体のものとなっているので、一括した枠組みとしてもよいのではないか。
・「人材マッチング成約件数」は実績値が「1622」であるが、目標は「1000」である。目標の上方修正の余地はないか。

点
検
・
改
善
結
果



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

内閣府 0022

令和3年度

令和2年度 内閣府 0021

00212021 府 20

平成26年度 -

平成27年度 0033

平成30年度 0020

令和元年度

平成28年度 0022

平成29年度 0021

現
状
通
り

・繰越は主に「先導的人材マッチング事業」によるものである。感染状況に応じて、地域ごとに緊急事態宣言や蔓延防止等重点措置の発出・解除
が繰り返され、経済が停滞する中、地域の中堅・中小企業においては、資金繰りの安定化に留まらず、自社の経営課題の整理や収益体質の強
化、事業変革などが必要と考えられる。こうした中堅・中小企業のニーズに、地域の金融機関等が人材マッチングで対応するにあたり、補助を行っ
ていくが、感染症が収束していない中で、企業のニーズがどの程度あるのかは、当初予算組成時に把握することは難しく、補正予算で要求し、これ
を繰越して事業を実施しているため、計画的な事業実施に懸念はない。
・外部有識者の所見を踏まえ、地方創生カレッジ事業の活動目標・指標を「講座数」に変更した。
・「人材マッチングの成約件数」の目標値については、改めて検証した結果、上方修正を行った。

備考

○地方創生カレッジ
　https://chihousousei-college.jp/_home.html
○プロフェッショナル人材事業
　http://www.pro-jinzai.go.jp/
○地方創生人材支援制度
　https://www.chisou.go.jp/sousei/about/jinzai-shien/index.html
○先導的人材マッチング事業
　https://pioneering-hr.jp/

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

-

平成25年度 -

平成24年度

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見を踏まえ、本レビューシートにおける説明内容の更なるブラッシュアップを検討するとともに、事業の進捗状況を的確に把握しな
がら、有効性、効率性及び成果実績について、より一層の検証に努めるべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

内閣府

217百万円

・地方創生人材育成に関わる教育機関等のプラットフォームの立ち上げ、ポータ
ルサイトの構築、eラーニングやカリキュラムの開発等の『地方創生カレッジ事業』
の実施

【補助：第三者委員が過半を占める選定委員会による審査等を経て事業者を決定（公募）】

Ａ．民間事業者

217百万円

内閣府

14.1百万円

脱炭素分野専門人材の市町村派
遣に向けた調査等業務、地方創生
人材支援制度報告会業務

Ｃ.民間事業者（4者）

1.7百万円

【随意契約（少額）】

Ｂ.民間事業者（1者）

12.4百万円

地方創生人材支援に係る調査・派
遣者支援事業の実施

委託【一般競争入札（総合評価）】

職員旅費及び

委員等旅費

0.3百万円



☑

計 0.1 計 920

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

計 1 計 0.8

再委託
プロフェッショナル人材戦略ポータルサイト
改修等業務の実施（再委託）

0.1 補助金 先導的人材マッチング事業 920

G.フェアシステム株式会社 H.PwCコンサルティング合同会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

委託費
プロフェッショナル人材戦略ポータルサイト
運営保守事業の実施

1 委託費
プロフェッショナル人材戦略ポータルサイト
改修等業務の実施

0.8

E.株式会社オーエムシー F. 株式会社オーエムシー

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 1 計 88

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.公益財団法人日本生産性本部 B.株式会社日本総合研究所

費　目 使　途

計 217 計 12.4

委託費 調査・分析事業 1 委託費 調査・分析業務 88

C.株式会社インテージリサーチ D.PwCコンサルティング合同会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

補助金 地方創生カレッジ事業 217 委託費 調査・分析事業 12.4

内閣府

89.8百万円

プロフェッショナル人材事業にか

かる専門的調査・分析事業の実

施

【一般競争入札（総合評価）】

Ｄ.民間事業者（1者）

88百万円

Ｅ.民間事業者（1者）

1百万円

【随意契約（少額）】

プロフェッショナル人材戦略ポー

タルサイト保守運営の実施

内閣府

920百万円

・人材マッチング事業を担う地域金融機関等（間接補助事業者）の公募・選定、マッ
チング案件に対する間接補助金の交付事務等の事業運営

【補助：第三者委員を含めた選定委員会による審査等を経て事業者を決定（公募）】

Ｈ．民間事業者

920百万円

Ｉ．民間事業者（75者）

853百万円

【補助金交付】

間接補助事

業者選定及

び補助金交

付に係る事

務経費

67百万円

地域企業に対するハイレベル人材のマッチング

Ｆ.民間事業者（1者）

0.8百万円

【随意契約（少額）】

プロフェッショナル人材戦略

ポータルサイト改修等業務

Ｇ.民間事業者（1者）

0.1百万円

【再委託】

プロフェッショナル人材戦略

ポータルサイト改修補助



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

F

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社オーエム
シー

9011101039249
プロフェッショナル人材戦略
ポータルサイト改修等業務

0.8
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

1
株式会社オーエム
シー

9011101039249
プロフェッショナル人材戦略
ポータルサイトの保守運営

1
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 -
予定価格が類推される恐れが
あるため、落札率は記載してい
ない

1
PｗＣコンサルティン
グ合同会社

1010401023102
プロフェッショナル人材事業
にかかる専門的調査・分析

88
一般競争契約
（総合評価）

- - -4
株式会社共同通信イ
メージズ

1010401109636 写真撮影 0.1
随意契約
（少額）

-

3
サンフロンティアス
ペースマネジメント株
式会社

1010401144807 会場借上 0.1
随意契約
（少額）

- - -

2
一般財団法人全国
自治協会

7010005002819 会場借上 0.5
随意契約
（少額）

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社インテージ
リサーチ

6012701004917
脱炭素分野専門人材の市
町村派遣に向けた調査等
業務

1
随意契約
（少額）

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- -

予定価格が類推される恐れが
あるため、落札率は記載してい
ない

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社日本総合
研究所

4010701026082
地方創生人材支援に係る
調査・派遣者支援事業

12.4
一般競争契約
（総合評価）

3 -

入札者数
（応募者数）

落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人日本
生産性本部

4011005003009
地方創生カレッジ事業の運
営

217 補助金等交付 1 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等



G

H

☑支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

1 - -1
PｗＣコンサルティン
グ合同会社

1010401023102 先導的人材マッチング事業 920 補助金等交付

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
フェアシステム株式
会社

2010501042661
プロフェッショナル人材戦略
ポータルサイト改修等業務
の実施（再委託）

0.1 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
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